
議題３ 最近の人権をめぐる動向 

 

性的少数者の人権に関する取組について 

 

ＬＧＢＴなどの性的少数者の方々は、偏見や無理解のため、学校や職場などで心ない好奇の目

にさらされたり、不当な差別を受けるなど困難な状況に置かれており、こうした方々が安心して

暮らせるよう人権尊重の観点から配慮が必要である。 

 

１ ＬＧＢＴ理解増進法の成立 

○ 「性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解の増進に関する法

律」（令和５年法律第 68 号）が、令和５年６月 23 日に公布され、同日施行された。 

○ 令和５年８月９日、同法第 11 条の規定に基づき、関係行政機関が、国民の理解増進に関する

施策の総合的かつ効果的な推進を図るための連絡調整を行うため、「性的指向・ジェンダーアイ

デンティティ理解増進連絡会議」が設置された。 

 

２ 香川県パートナーシップ制度の導入 

性的少数者への県民の皆様の一層の理解増進と、多様性に寛容な社会の実現に向けて、令和５

年 10 月１日から、「香川県パートナーシップ制度」を開始した。 

（１）背景 

  ○ 令和５年９月５日に公表した県政世論調査結果において、性的少数者の人権への県民の皆

様の理解は一定程度進んでいるものの、日常生活や勤務先等において人権上の様々な課題が

あることが把握できた。 

○ また、令和５年４月から県内全市町においてパートナーシップ宣誓制度が導入され、 

  ○ 令和５年６月にはＬＧＢＴ理解増進法が制定施行され、地方公共団体には、地域の実情を

踏まえた施策の策定・実施が定められた。 

 

（２）取組内容 

① 県施策におけるパートナーシップ宣誓者への合理的な配慮 

県の事業において、県内市町からパートナーシップ宣誓証明書の交付を受けた者を婚姻関

係に相当するものとして取り扱うなど、パートナーシップ宣誓者等への合理的な配慮に努め

る。なお、県での宣誓証明書の発行は、市町との役割分担を図る観点から行わない。 

 

② 市町間の連絡調整 

宣誓者が引越しをした場合の再度の宣誓手続きの簡素化等について、利便性を図る観点か

ら、各市町と協議のうえ県内自治体間の連携に努める。 

 

③ 民間事業者等に対する普及啓発等 

民間事業者等の自主性を尊重しつつ、働く場での性的少数者への配慮等について、民間事

業者等への普及啓発等に努める。 
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出典：内閣府ホームページ 



香川県パートナーシップ制度「県施策におけるパートナーシップ宣誓者への合理的な配慮」 

利用可能な施策の一覧（令和５年 10 月１日現在）    （香川県ホームページに掲載） 
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